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Ⅰ.ジェネリック医薬品の使用割合について 
（全国との比較） 
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機密性2 



注１．協会けんぽ（一般分）の調剤レセプト（電子レセプトに限る）について集計したもの（算定ベース）。 
注２．加入者の適用されている事業所所在地の都道府県毎に集計したもの。 
注３．「数量」とは、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えた数量をいう。 
注４．[後発医薬品の数量]／（[後発医薬品のある先発医薬品の数量]＋[後発医薬品の数量]）で算出している。医薬品の区分は、厚生労働省「各先発医薬品の後発医薬品の 
   有無に関する情報」による。 

①都道府県支部別のジェネリック医薬品使用割合 

ある場合 
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機密性2 

平成30年11月診療分（数量ベース/調剤分） 

○使用リスト等：協会けんぽ医薬品使用情報（統計表） 

全国：78.1％ 

（％） 



注１．協会けんぽ（一般分）の調剤レセプト（電子レセプトに限る）について集計したもの（算定ベース）。 
注２．加入者の適用されている事業所所在地の都道府県毎に集計したもの。 
注３．「数量」とは、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えた数量をいう。 
注４．[後発医薬品の数量]／（[後発医薬品のある先発医薬品の数量]＋[後発医薬品の数量]）で算出している。医薬品の区分は、厚生労働省「各先発医薬品の後発医薬品の 
   有無に関する情報」による。 

①都道府県支部別のジェネリック医薬品使用割合 

ある場合 
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○使用リスト等：協会けんぽ医薬品使用情報（統計表） 

（％） 参考：使用割合の経年変化（数量ベース/調剤分） 

●沖縄支部（使用割合1位）・岩手支部・全国平均・徳島支部（使用割合47位）を抜粋 



注１．協会けんぽ（一般分）の医科、DPC、歯科、調剤レセプトについて集計したもの。（ただし、電子レセプトに限る。） 
注２．加入者の適用されている事業所所在地の都道府県毎に集計したもの。 
注３．「新指標による後発医薬品使用割合（数量ベース）」は、[後発医薬品の数量]／（[後発医薬品のある先発医薬品の数量]＋[後発医薬品の数量]）で算出している。医薬品の区分は、 
   厚生労働省「各先発医薬品の後発医薬品の有無に関する情報」に基づいて設定している。 
注４．「数量」は、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えたもの。 

参考：都道府県支部別のジェネリック医薬品使用割合（全体） 
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平成30年11月診療分（DPC含む） 

○使用リスト等：協会けんぽ医薬品使用情報（統計表） 

全国：75.1％ 

（％） 



参考：都道府県支部別のジェネリック医薬品使用割合（全体） 

ある場合 
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○使用リスト等：協会けんぽ医薬品使用情報（統計表） 

（％） 使用割合の経年変化（DPC含む） 

●沖縄支部（使用割合1位）・岩手支部・全国平均・徳島支部（使用割合47位）を抜粋 

注１．協会けんぽ（一般分）の医科、DPC、歯科、調剤レセプトについて集計したもの。（ただし、電子レセプトに限る。） 
注２．加入者の適用されている事業所所在地の都道府県毎に集計したもの。 
注３．「新指標による後発医薬品使用割合（数量ベース）」は、[後発医薬品の数量]／（[後発医薬品のある先発医薬品の数量]＋[後発医薬品の数量]）で算出している。医薬品の区分は、 
   厚生労働省「各先発医薬品の後発医薬品の有無に関する情報」に基づいて設定している。 
注４．「数量」は、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えたもの。 



注１．協会けんぽ（一般分）の調剤レセプト（電子レセプトに限る）について集計したもの（算定ベース）。 
注２．加入者の適用されている事業所所在地の都道府県毎に集計したもの。 
注３．「数量」とは、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えた数量をいう。 
注４．[後発医薬品の数量]／（[後発医薬品のある先発医薬品の数量]＋[後発医薬品の数量]）で算出している。医薬品の区分は、厚生労働省「各先発医薬品の後発医薬品の 
   有無に関する情報」による。 

②年齢階層別のジェネリック医薬品使用割合 

ある場合 
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平成30年11月診療分（数量ベース/調剤分） 

○使用リスト等：協会けんぽ医薬品使用情報（統計表） 

（％） 

岩手支部平均：83.5％ 
（％） 

●沖縄支部（使用割合1位）・岩手支部・全国平均・徳島支部（使用割合47位）を抜粋 



注１．協会けんぽ（一般分）の調剤レセプト（電子レセプトに限る）について集計したもの（算定ベース）。 
注２．加入者の適用されている事業所所在地の都道府県毎に集計したもの。 
注３．「数量」とは、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えた数量をいう。 
注４．[後発医薬品の数量]／（[後発医薬品のある先発医薬品の数量]＋[後発医薬品の数量]）で算出している。医薬品の区分は、厚生労働省「各先発医薬品の後発医薬品の 
   有無に関する情報」による。 

③薬効分類別のジェネリック医薬品使用割合 

ある場合 
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機密性2 

平成30年11月診療分（数量ベース/調剤分） 

○使用リスト等：協会けんぽ医薬品使用情報（統計表） 

（％） 岩手支部平均：83.5％ 
（％） 

●沖縄支部（使用割合1位）・岩手支部・全国平均・徳島支部（使用割合47位）を抜粋 



 
注1．平成30年9月に岩手支部加入者で、かつ岩手県内の保険薬局が協会けんぽへ請求した調剤レセプトデータをのみを算出対象としているため、前頁までの使用割合の計算とは異なる。 
注2．使用割合は平成30年9月分の調剤レセプトデータを基に[後発医薬品の数量]／（[後発医薬品のある先発医薬品の数量]＋[後発医薬品の数量]）で算出している。医薬品の区分は、厚生労働省 
  「各先発医薬品の後発医薬品の有無に関する情報」による。薬剤数量は、後発医薬品のある先発医薬品の数量）+後発医薬品の数量で算出。 

④二次医療圏別・薬効分類別のジェネリック医薬品使用割合 

ある場合 
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○使用リスト等：協会けんぽ 調剤薬局リスト 

○薬効分類別薬剤数量割合（平成30年9月診療分） 

○平成30年9月診療分 使用割合 

二次医療圏名 全体（全薬効） 中枢神経系用薬 循環器官用薬 呼吸器官用薬 消化器官用薬 外皮用薬 ビタミン剤 血液・体液用薬 その他の代謝性医薬品 アレルギー用薬

盛岡 81.3% 67.7% 85.1% 89.5% 86.0% 52.5% 98.6% 94.6% 76.9% 82.6%

岩手中部 82.3% 76.5% 86.3% 89.5% 88.4% 45.0% 99.3% 94.4% 80.3% 78.8%

胆江 85.0% 77.8% 91.9% 87.0% 90.0% 50.8% 99.3% 97.9% 81.8% 77.8%

両磐 85.0% 74.2% 85.2% 90.2% 91.6% 57.8% 99.3% 97.5% 88.1% 84.2%

気仙 85.1% 75.0% 87.6% 89.6% 87.9% 72.0% 98.6% 96.4% 84.2% 85.8%

釜石 84.2% 71.3% 89.0% 88.7% 90.0% 66.1% 99.7% 95.2% 82.4% 70.2%

宮古 78.4% 71.4% 84.4% 87.9% 86.5% 47.0% 99.6% 79.9% 66.7% 62.3%

久慈 91.3% 84.6% 95.2% 95.4% 96.0% 69.5% 99.4% 94.1% 90.2% 86.5%

二戸 85.5% 81.5% 86.7% 91.6% 91.4% 64.5% 100.0% 96.1% 81.0% 64.3%

平均 84.2% 75.6% 87.9% 89.9% 89.8% 58.4% 99.3% 94.0% 81.3% 76.9%



Ⅱ.ジェネリック医薬品使用促進のための取組状況 
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①「ジェネリックカルテ」による阻害要因の分析 

 協会けんぽでは、ジェネリック医薬品の効果的な使用促進を目的とし、「ジェネリックカルテ」を作成し、支部毎の使用促進に
係る要因を「見える化」しました。これにより、支部において対応すべき課題とその優先順位を認識する事が可能になりました。 

ジェネリックカルテ（岩手支部全体）                        ※平成30年4月診療分 

●偏差値 
指標の数値が全国でどれくらいの位置にあるかを表す。平均よりも良い値であれば、
偏差値は50よりも大きくなる。逆に平均よりも悪い数値であれば、偏差値は50より
も小さくなる。 

 
●影響度 
偏差値50からのその支部の偏差値の差分が、当該支部のジェネリック使用割合に与
える影響を示す。例えば影響度が＋1.4ならば、当該指標が当該支部のジェネリック
使用割合を1.4％ポイント引き上げている事を意味する。 
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注1. 集計は、医療機関および薬局の所在地に基づく。 
注2. 平成30年4月診療分の医科、DPC、調剤レセプトを対象とする。DPCについてはコーディングデータを集計対象とする。 
注3. 数量は、薬価基準告示上の規格単位毎に数えたもの。ただし、経腸成分栄養剤、特殊ミルク製剤、生薬、漢方を除く。 
注4. ジェネリック医薬品使用割合は、数量ベース新指標にて算出。後発品数量 ÷（後発のある先発品数量＋後発品数量） 
注5. 医薬品の区分は、厚生労働省「各先発医薬品の後発医薬品の有無に関する情報（平成30年5月30日適用）」による。 
注6. 実質院内処方率として、医薬品処方数量に基づいて算出している。（院内処方医薬品数量）/（院内処方医薬品数量＋院外処方医薬品数量） 
注7. 実質一般名処方率として、一般名処方加算にヒモ付くレセプト数に基づいて算出している。（一般名処方加算1または2が存在する医科レセプトに、支部、記号、番号、性別、生年月日が 
   ヒモ付く調剤レセプトの数）/（調剤レセプトの数） 
注8. 一般名処方加算1が存在する医科レセプトに、支部、記号、番号、性別、生年月日がヒモ付く調剤レセプトのみを集計対象とする。 
注9. 実質院外処方率として、医薬品処方数量に基づいて算出している。（院外処方医薬品数量）/（院内処方医薬品数量＋院外処方医薬品数量） 
注10. （調剤レセプトの加入者の都合で後発品を調剤しなかったコメントレコードのあるレセプト数）/（一般名処方加算が存在する医科レセプトに、支部、記号、番号、性別、生年月日がヒモ付 
   く調剤レセプト数） 
注11. 国公費の記載のあるレセプトを集計対象とする。（地方単独公費のみのレセプトは集計対象外） 
注12. 厚労省「調剤医療費の動向～平成28年度版～」制度別後発医薬品割合（数量ベース）（都道府県別）より、協会一般と全保険者のジェネリック医薬品使用割合の差分。 
注13. 影響度は偏差値50からの差分が、県全体のジェネリック医薬品使用割合に与える影響を示す。例えば、影響度が+0.6ならば、当該指標が県全体のジェネリック割合を0.6ポイント引き上げ 
   ていることを意味する。 
注14. 影響度は、該当指標の全体平均からの差分に数量構成割合の比率を乗じて算出している。数量構成割合は地域によって異なるため、全体の影響度とその内訳の合計は必ずしも一致しない。 

【医療機関の視点】

院外処方ジェネリック医薬品使用割合 一般名処方率

偏差値

岩手 67 61 + 1.0 59 + 0.1 62 + 0.3 58 + 0.5 58 68 + 5.2 72 + 1.8 66 + 3.4 57 + 1.2 50 - 0.0 60 + 1.1

影

響

度
診療所

外来
院内

処方率
入院

ジェネリック

医薬品使用割

合（全体）

病院 診療所

院内処方ジェネリック医薬品使用割合

病院 診療所
病院

院内処方 院外処方

支部名

岩手 68 + 5.2 67 58 82.2 52 + 0.4 67 + 0.5 56 + 1.8

【薬局の視点】 【患者の視点】

全保険者との

ジェネリック医

薬品使用割合の

乖離

調剤ジェネリッ

ク医薬品使用割

合

（院外処方再

掲）

一般名処

方限定調

剤ジェネ

リック医

薬品使用

割合

院外処方率
加入者ジェネ

リック拒否割合

公費対象者ジェ

ネリック医薬品

使用割合

支部名



①「ジェネリックカルテ」による阻害要因の分析 

ジェネリックカルテ（岩手支部 年代別）                      ※平成30年4月診療分 
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●偏差値 
指標の数値が全国でどれくらいの位置にあるかを表す。平均よりも良い値であれば、偏差値は50よりも大きくなる。逆に平均よりも悪い数値であれば、偏差値は50よりも
小さくなる。 

 
●影響度 
偏差値50からのその支部の偏差値の差分が、当該支部のジェネリック使用割合に与える影響を示す。例えば影響度が＋1.4ならば、当該指標が当該支部のジェネリック使用
割合を1.4％ポイント引き上げている事を意味する。 

40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳以上

偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度

岩手 66 + 2.3 63 + 0.3 66 + 0.5 66 + 0.6 66 + 0.8 66 + 2.3 65 + 0.9 65 + 0.8 67 + 0.6

支部名

40～59歳 60歳以上

【年代別】

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳

偏差値 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度

岩手 67 75 + 1.3 71 + 0.5 60 + 0.6 59 + 0.1 56 + 0.0 57 + 0.1 59 + 0.1 63 + 0.2

0～6歳 7～14歳 15～39歳

支部名

総計

【参考】沖縄支部（全国1位）と鹿児島支部（全国2位）の状況 [19歳まで] 

【年代別】

15～19歳

偏差値 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度

鹿児島 68 69 + 0.9 70 + 0.4 65 + 0.8 69 + 0.1

沖縄 81 78 + 2.2 79 + 0.6 78 + 1.6 73 + 0.2

0～6歳 7～14歳 15～39歳

支部名

総計 年代別にみると、0歳から14歳までの偏差値が高く
なっている。全国2位の鹿児島支部と比べても、偏
差値は高い状況にあるが、「15歳から19歳」では
と、鹿児島支部のほうが10％ポイント高くなってい
る。（沖縄支部との差は14％ポイント） 



①「ジェネリックカルテ」による阻害要因の分析 

ジェネリックカルテ（二次医療圏別）                        ※平成30年4月診療分 
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【医療機関の視点】

院外処方ジェネリック医薬品使用割合

偏差値

盛岡 60 54 + 0.5 50 + 0.0 53 + 0.2 52 + 0.2 55 61 + 4.1 58 + 1.0 59 + 3.1 53 + 1.0 44 - 1.0 56 + 1.5

岩手中部 62 60 + 1.2 57 + 0.1 54 + 0.1 58 + 0.9 59 60 + 4.1 60 + 1.0 58 + 3.1 49 - 0.2 47 - 0.4 48 - 0.6

胆江 64 52 + 0.5 33 - 0.2 54 + 0.1 53 + 0.6 52 70 + 7.0 62 + 1.2 68 + 5.8 67 + 5.2 69 + 2.5 63 + 3.0

両磐 65 61 + 2.0 65 + 0.2 63 + 0.3 58 + 1.4 52 66 + 5.8 66 + 2.1 63 + 3.8 56 + 2.0 39 - 1.9 64 + 3.0

気仙 75 82 + 1.9 65 + 0.2 70 + 0.5 79 + 1.0 66 71 + 9.0 75 + 3.5 66 + 5.6 59 + 3.5 72 + 4.0 53 + 0.8

釜石 66 55 + 0.3 62 + 0.2 44 - 0.3 60 + 0.1 65 64 + 5.9 77 + 4.5 54 + 1.4 46 - 1.4 78 + 6.3 32 - 4.4

宮古 55 51 + 0.3 61 + 0.1 72 + 0.4 50 - 0.0 47 57 + 2.6 71 + 3.1 48 - 0.5 51 + 0.3 60 + 1.9 49 - 0.3

久慈 76 68 + 4.6 63 + 0.2 62 + 2.4 67 + 2.2 45 81 + 10.0 76 + 3.7 78 + 6.4 55 + 1.5 31 - 3.6 75 + 4.2

二戸 65 44 - 0.8 65 + 0.1 66 + 0.3 41 - 1.1 58 70 + 7.8 76 + 5.4 61 + 2.5 43 - 2.4 56 + 1.6 41 - 1.5

院内処方

院内処方

率

一般名

処方率入院

外来

診療所病院

院内処方ジェネリック医薬品使用割合

影

響

度

病院 診療所

院外処方

病院 診療所

ジェネリッ

ク医薬品使

用割合（全

体）

二次医療圏名

盛岡 61 + 4.1 61 55 46 - 3.3 51 + 0.0

岩手中部 60 + 4.1 65 59 59 + 1.0 65 + 0.7

胆江 70 + 7.0 65 52 55 - 0.2 59 + 0.4

両磐 66 + 5.8 59 52 45 - 3.8 62 + 0.6

気仙 71 + 9.0 70 66 58 + 0.7 73 + 0.9

釜石 64 + 5.9 72 65 43 - 4.2 46 - 0.1

宮古 57 + 2.6 48 47 60 + 1.3 68 + 0.8

久慈 81 + 10.0 75 45 61 + 1.7 81 + 2.5

二戸 70 + 7.8 72 58 61 + 1.5 77 + 1.3

一般名処方

限定調剤

ジェネリッ

ク医薬品使

用割合

【患者の視点】

公費対象者ジェネ

リック医薬品使用

割合

加入者ジェネリッ

ク拒否割合

【薬局の視点】

院外処方率

調剤ジェネリック

医薬品使用割合

（院外処方再掲）

二次医療圏名

●偏差値 
指標の数値が全国でどれくらいの位置にあるかを表す。平均よりも良い値であれば、偏
差値は50よりも大きくなる。逆に平均よりも悪い数値であれば、偏差値は50よりも小さ
くなる。 

 
●影響度 
偏差値50からのその支部の偏差値の差分が、当該支部のジェネリック使用割合に与える
影響を示す。例えば影響度が＋1.4ならば、当該指標が当該支部のジェネリック使用割
合を1.4％ポイント引き上げている事を意味する。 
 
※気仙圏域・二戸圏域の「病院」については、病院数が3以下であるため表示していません。 

宮古圏域における診療所の院外処方の偏差値が48、一般名処
方率が49となっており、院外処方全体の使用割合（偏差値
57）に影響を与えているものと思われる。また、院内処方率
の偏差値も50を下回っており、全体の使用割合（偏差値55）
に影響を与えているものと推測される。 



①「ジェネリックカルテ」による阻害要因の分析 

ジェネリックカルテ（薬効分類別）                        ※平成30年4月診療分 
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機密性2 

●偏差値 
指標の数値が全国でどれくらいの位置にあるかを表す。平均よりも良い値
であれば、偏差値は50よりも大きくなる。逆に平均よりも悪い数値であれ
ば、偏差値は50よりも小さくなる。 

 
●影響度 
偏差値50からのその支部の偏差値の差分が、当該支部のジェネリック使用
割合に与える影響を示す。例えば影響度が＋1.4ならば、当該指標が当該支
部のジェネリック使用割合を1.4％ポイント引き上げている事を意味する。 

薬効分類別で使用割合が最も低い「外皮用薬」（7ページ参照）に
ついて、主な商品名別（非表示）でみてみると、偏差値が45と全国
平均に比べ低い商品名が存在する。商品名別でも沖縄支部、鹿児島
支部との偏差値に大きな違いがあり、地域によって使用状況に差が
あることが分かる。 

偏差値 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度

岩手 67 65 + 1.6 62 + 0.5 61 + 0.8 58 + 0.3 66 + 0.7 70 + 1.0 66 + 0.4 64 + 0.1 62 + 0.1 62 + 0.5

中枢神経系用薬消化器官用薬循環器官用薬 抗生物質製剤 感覚器官用薬その他の代謝性医薬品呼吸器官用薬アレルギー用薬

支部名

その他外皮用薬

【薬効別】

総計

中枢神経系用薬
 外皮用薬


偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度 偏差値 影響度

岩手 60 + 0.1 64 + 0.1 77 + 0.2 45 - 0.0 69 + 0.1 66 + 0.2 64 + 0.1 75 + 0.2

鹿児島 71 + 0.4 60 + 0.1 44 - 0.0 74 + 0.5 61 + 0.1 72 + 0.2 60 + 0.1 78 + 0.2

沖縄 77 + 0.4 75 + 0.3 74 + 0.2 94 + 0.8 81 + 0.2 72 + 0.1 76 + 0.1 71 + 0.0

アレルギー用薬

 アレロック（オロパ

タジン塩酸塩）

 オノン（プランルカ

スト水和物）

支部名

 ロキソニン（ロキソ

プロフェンナトリウム

水和物）

 デパス（エチゾラ

ム）

デパケン（バルプロ酸

ナトリウム）

 モーラステープ（ケ

トプロフェン）

ロキソニンテープ（ロ

キソプロフェンナトリ

ウム水和物）

アレグラ（フェキソ

フェナジン塩酸塩）

【薬効別】

【参考】中枢神経系用薬・外皮用薬・アレルギー用薬の主な商品名ごとの偏差値 （8ページの平均使用割合が低い薬効を抜粋） 

商品名は非表示 
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発送 
時期 

送付対象 
備考 

医療機関 薬局 

第1回 
（平成29年3月） 

県内の一部医療機関 
（192医療機関）※ 
※調剤数量が一定（10,000）以上、かつ一
般名処方のあるレセプト割合が県平均よりも
低い医療機関 

県内の一部薬局（90薬局）※ 
※調剤数量が一定（10,000）以上、かつ
一般名処方のあるレセプト割合が県平均
よりも高い医療機関より処方箋が多く持
ち込まれたにも関わらず、ジェネリック
処方割合が低い薬局 

第2回 
（平成29年9月） 

県内全医療機関（646医療機関） 県内全薬局（569薬局） 
・東北厚生局岩手事務所長、及び協会けんぽ岩手支部長によるGE
使用促進に向けた要請文書※を同封（※各自で作成） 

第3回 
（平成30年5月） 

県内全医療機関（640機関） 全薬局（568薬局） 

・東北厚生局岩手事務所、岩手県、及び協会けんぽ岩手支部の3
団体連名によるGE使用促進に向けた要請文書を同封 
・（薬局のみ）薬効分類別ジェネリック医薬品処方数量ベスト3
【岩手県版】を同封 

② 医療機関・薬局向けの主な取組み 

「ジェネリック医薬品に関するお知らせ」事業                    

これまでの実施状況 

 県内の医療機関・薬局に対し、「各医療機関等のジェネリック医薬品使用割合」「薬効分類別の使用割合」等が可視化できる資料を作成し、 
県内医療機関・保険薬局へ送付する事業を実施。 

～３者連名による文書～ 

参考：第3回目イメージ 

～薬効分類別ジェネリック医薬品処方数量ベスト3～（薬局のみ） 

国・岩手県との連携に
よる効果的な使用促進
を期待 

〒

全国健康保険協会 岩手支部

〒020-8508

盛岡市中央通1-7-25

朝日生命盛岡中央通ビル2F

74.3 75.6

13,983

30,371

4,5114,990

146 137

248

二次医療圏平均 県 平 均

人

数

253,1911,162,518

18.3

 平成28年10月に貴医療機関にて処方箋を

 発行した協会けんぽの加入者数
(人)

院 外 処 方
独立行政法人国立病院機構盛岡病院

　協会けんぽ加入者の方の平成28年10月分のレセプトを分析し、院外処方における「貴医療機関」「二次医療圏」

「県平均」それぞれのジェネリック医薬品の処方数量等を算出しました。

協会けんぽ加入者への院外処方状況

TEL： 019-604-9009

　全国健康保険協会（協会けんぽ）の事業運営につきまして、平素より格段のご高配を賜り、厚く

お礼申し上げます。

　さて、国においては、ジェネリック医薬品（後発医薬品）の普及促進を図るため、「平成29年央に

70%以上とするとともに、平成32年度9月までに80%以上とし、できる限り早期に達成できるよう、

更なる使用促進策を検討する」との数量シェア目標を定めました。

　協会けんぽといたしましても、加入者の方のお薬代や保険料の負担軽減に繋がることから、

ジェネリック医薬品の普及促進の取組を積極的に進めております。

　この度、普及促進に向けた取組の一環として、協会けんぽ加入者の方のレセプトを集計し、地域に

おけるジェネリック医薬品使用割合等について、医療機関様へ情報提供を行うことといたしました。

　ジェネリック医薬品の取扱をご検討される際の参考資料として、ご活用いただければ幸いです。

ジェネリック医薬品の使用促進に向けた取組事例

 平成28年10月に貴医療機関が発行した処方箋

 の薬剤数量

金

額

貴医療機関

うち、ジェネリック医薬品のある先発医薬品の処方数量

80,746

ジェネリック医薬品金額割合（10割）

うち、ジェネリック医薬品の処方数量 45,042

(％) 83.3

 平成28年10月に貴医療機関が発行した

 処方箋の薬剤金額
(円) 6,349,100

(円)

ジェネリック処方割合

(人) 192

(％) 77.4

9,031

うち、ジェネリック医薬品が処方された加入者数

ジェネリック医薬品が処方された加入者割合

(％)

数

量

28,375

後発医薬品の使用を促進するために、薬局側が医療機関に望むこと

　後発医薬品の使用促進をする

ために、薬局側が医師に望むこ

とをアンケートしたところ、

「一般名処方すること』が“最も

望むこと”として回答が多くあり

ました。

※出展元：

「平成２６年度診療報酬改定の

結果検証に係る特別調査」

(平成27年度厚生労働省実施)

うち、ジェネリック医薬品の薬剤金額（10割）

16.9

266,599

020-0133

18.7

77.1

177

1,354,4931,576,804

14,435

77.1

189

盛岡市青山一丁目２５番１号

独立行政法人国立病院機構盛岡病院　御中

　ジェネリック医薬品の一層の使用促進を図るた

め、保険薬局から病院への疑義照会のうち、調剤

上の単純な変更などの事務的な疑義照会の効率化

を目的として、処方せんの疑義照会を特定の場合

について原則として不要とする合意書を取り交わ

す取組事例があります。

　処方せん発行元医療機関と薬局の間で、剤形の

みの変更調剤などについては、電話による情報提

供を不要とすることを予め合意しておくことが、

医療機関と薬局双方の負担を軽減する観点から有

効であると考えられています。

　この取組を効率的に運用するために、負担軽減

に繋がる事項を随時合意事項に盛り込むことが望

ましく、このためには、課題の発見・解決のため

に医療機関と薬局の間で定期的な情報連絡会の開

催など情報共有していく事が必要と考えられま

す。

〒番号

医療機関住所

医療機関名称

医療機関名称

患者への積極的な働きかけ

後発医薬品の変更調剤に関する

薬剤師への信頼感

患者が後発医薬品の使用を希望している場合、

処方箋に変更不可の署名を行わないこと

後発医薬品の銘柄指定をしないこと

一般名処方すること

お薬手帳への記載以外の医療機関への

情報提供を不要とすること

疑義照会への誠実な対応

後発医薬品に対する理解

その他

医師に望むことは特にない

無回答 最も望むこと

（n=678）

望むこと

（n=708）

～お知らせ文書～ 



送付対象 

備考 医療機関（院外、院内を比較し、処方数量の多い方へ通知） 
薬局 

院外 院内 

対象 
県内の一部医療機関 
（100/645医療機関） 

県内の一部医療機関 
（25/712医療機関） 

県内の一部薬局 
（106/572薬局） 

抽出 
条件 

・薬効分類別取扱数量で「外皮用
薬」が上位10種に入る 
・「外皮用薬」の数量が1,000以上、
かつGE割合が80%未満 

・薬効分類別取扱数量で「外皮用
薬」が上位10種に入る 
・「外皮用薬」の数量が1,000以上、
かつGE割合が80%未満 

・薬効分類別取扱数量で「外皮用
薬」が上位10種に入る 
・「外皮用薬」の数量が1,000以上、
かつGE割合が80%未満 

支部加入者における
GE利用状況を掲載
したリストを同封 
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第4回目の実施概要（令和元年 6月実施） 

 外皮用薬の状況に着目し、外皮用薬の使用割合が低い医療機関・薬局を対象に実施する。 

② 医療機関・薬局向けの主な取組み  続き 

送付物のイメージ（一部抜粋） ※院外・院内・薬局で内容を変更して送付 

後

発

品

数

量

割

合

54.5% 65.2% 95.7% 32.3% 68.9% 85.0% 80.9% 93.3%

51.8% 81.3% 42.3%

0.0% 16.0% 60.5% 23.0% 0.0% 38.7% 82.3% 89.5%

93.0% 73.7%

68.1%

60.4% 50.0%貴医療機関

県平均

全国平均

後発あり

先発品数量

ガスターＤ錠２０

ｍｇ

64.2% 70.1% 80.2% 87.0% 83.3% 70.9%

1,529

6.貴医療機関における後発品数量割合向上に寄与する上位10医薬品

ウラリット配合錠

2,978 1,288 900 776 441 414 356 336

アストミンシロッ

プ０．２５％

デパケンＲ錠２０

０ｍｇ

ムコダインシロッ

プ５％

モーラステープＬ

４０ｍｇ　１０ｃ

ｍ×１４ｃｍ

モニラック・シ

ロップ６５％

メプチンシロップ

５μｇ／ｍＬ　０．

０００５％

メトグルコ錠５０

０ｍｇ

ムコスタ錠１００

ｍｇ

1,770

後発品数量割合向上に寄与する上位10医薬品をお知らせします。

国目標80％に達していない医薬品は、特に一般名処方など後発品の使用促進にご協力をお願いします。

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

0%

25%

50%

75%

100%

後
発
あ
り
先
発
品
数
量

後
発
品
数
量
割
合
（
％
）

目標80%

（単位：千）

2.後発品数量割合と医薬品処方数量による貴医療機関の位置づけ

●地域（都道府県）の医療機関

0%

25%

50%

75%

100%

1 10 100 1,000

0%

25%

50%

75%

100%

1 10 100 1,000

貴医療機関（2018.10）

0%

25%

50%

75%

100%

1 10 100 1,000

◆貴医療機関（2018.3）

「後発品数量割合（縦軸）」と「医薬品処方数量（横軸）」をもとに

貴医療機関の位置づけをお知らせします。地域の後発品使用状況を参考にしていただくとともに、

後発品の使用促進にご協力をお願いします。

後
発
品
数
量
割
合
（
％
）

医薬品処方数量（単位：千）

目標80%

◆



「ジェネリック医薬品軽減額通知サービス」事業 

 処方されたお薬をジェネリック医薬品に切り替えた場合に、お薬代の負担軽減が一定額以上見込まれる方に、１ヶ月の自己負担額がどのくらい軽減
されるかを試算したものを通知する事業を実施。 

平成29年度通知の概要（岩手支部及び全支部） 

通知対象者数 軽減効果人数（切替率） 軽減額/月 軽減額/年（※） 

岩手 
1回目 34,078人 10,188人（29.9％） 17,126,897円 約2億円 合計 

約4億8千万円 2回目 33,922人 12,337人（36.4％） 23,369,470円 約2億8千万円 

全支部 
1回目 3,579,162人 981,835人（27.4％） 1,558,269,035円 約186億9千万円 合計 

約435億6千万円 2回目 3,445,431人 1,166,948人（33.8％） 2,072,603,571円 約248億7千万円 

対 
前年度比 

岩手 108.3％ 132.2％（122.0％） 152.1％ 
※年度合計で算出 

全国 115.2％ 139.3％（121.1％） 161.4％ 

（※）・・・軽減額（月）×12ヶ月（単純推計） 

ジェネリック医薬品切替率及び軽減効果額の推移（岩手支部） 

切
替
率
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

（万円） 

③ 加入者向けの主な取組み 
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機密性2 

（％） 

軽
減
効
果
額
（
棒
グ
ラ
フ
） 



参考：都道府県支部別 ジェネリック医薬品切替率及び軽減効果額【平成29年度通知分】 
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（円） 

機密性2 ③ 加入者向けの主な取組み  続き 
 

注1) 評価対象データは、2017年9月・10月（軽減効果の高い診療月を基準月とする）および2018年3月（比較月）診療分の医科外来レセプト、調剤レセプトを対象とする。
注2) 評価対象者は、通知対象者（通知書送付用の加入者マスタ抽出日時点で20歳以上）で、比較月にレセプトが存在する加入者とする。  
注3) がん薬、精神疾患薬、注射薬、及びレセプトの診療識別コードが投薬以外に該当する医薬品は評価対象から除外する。  
注4) 先発品には後発のない医薬品、及び先発品と同額又は薬価が高いために「診療報酬において加算等の算定対象となる後発品」とはみなされない医薬品を含む。 
注5) レセプト数は、通知書送付用の加入者マスタ抽出日時点で20歳以上の者の基準月の医科外来と調剤のレセプト数の合計とする。  
注6) 送付人数は、基準月に通知書を送付した人数とする。      
注7) 切替率は、切替人数（基準月に通知書を送付し、かつ比較月のデータから切り替えたと判断された人数） ÷ 送付人数とする。 
注8) 切替者一人当り軽減効果額は、軽減効果額 ÷ 切替人数とする。     
注9) 送付者一人当り軽減効果額は、軽減効果額 ÷ 送付人数とする。     
注10)  レセ一件当り軽減効果額は、軽減効果額 ÷ レセプト数とする。     
注11)  送付率は、送付人数 ÷ レセプト数とする。      
     



参考：岩手支部 ジェネリック医薬品切替率及び軽減効果額【平成29年度通知分】 
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（円） 

機密性2 

注1) 評価対象データは、2017年9月・10月（軽減効果の高い診療月を基準月とする）および2018年3月（比較月）診療分の医科外来レセプト、調剤レセプトを対象とする。 
注2) がん薬、精神疾患薬、注射薬、及びレセプトの診療識別コードが投薬以外に該当する医薬品は評価対象から除外する。   
注3) 先発品には後発のない医薬品、及び先発品と同額又は薬価が高いために「診療報酬において加算等の算定対象となる後発品」とはみなされない医薬品を含む。 
注4) 年齢は、通知書送付用の加入者マスタ抽出日時点とする。        

③ 加入者向けの主な取組み  続き 
 



参考：岩手支部 医薬品別 切替率及び軽減効果額（軽減効果額上位30を抜粋）【平成29年度通知分】 
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（円） 

機密性2 

注1)　評価対象データは、2017年9月・10月（軽減効果の高い診療月を基準月とする）および2018年3月（比較月）診療分の医科外来レセプト、調剤レセプトを対象とする。

注2)　評価対象者は、通知対象者（通知書送付用の加入者マスタ抽出日時点で20歳以上）で、比較月にレセプトが存在する加入者とする。

注3)　がん薬、精神疾患薬、注射薬、及びレセプトの診療識別コードが投薬以外に該当する医薬品は評価対象から除外する。

注4)　先発品には後発のない医薬品、及び先発品と同額又は薬価が高いために「診療報酬において加算等の算定対象となる後発品」とはみなされない医薬品を含む。

注5)　比較月の後発品の使用量を用いた軽減効果額は、[比較月後発品の薬価基準コード9桁で紐づく基準月先発品金額×比較月後発品

　  　使用量×日数]　–[基準月先発品の薬価基準コード9桁で紐づく比較月後発品金額×比較月後発品使用量×日数]とする。

　  　なお、薬価基準コード9桁で紐づく先発品が複数存在した場合には、薬価が最大の先発品を選択する。

注6)　対象者は、基準月に先発医薬品を服用し、比較月に成分、剤形、規格単位が同一の医薬品を服用している人。

　  　つまり、比較月・医薬品薬価基準コード9桁と基準月・通知対象先発品薬価基準コード9桁が紐づく人の合計とする。

注7)　切替人数は、比較月・薬効3桁別切替人数合計とする。（比較月・後発品薬価基準コード9桁と基準月・先発品薬価基準コード9桁が紐づく場合切替えたと判定）

注8)　切替割合は、切替人数　÷　対象者　×100　とする。

③ 加入者向けの主な取組み  続き 
 



Ⅲ.まとめ 
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機密性2 
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機密性2  まとめ 
 

Ⅰ.ジェネリック医薬品の使用割合について（全国との比較） 
• 都道府県支部別に使用割合をみてみると、岩手支部の使用割合は調剤レセプトベース、全体分ともに全国3位となっている。

（4ページから7ページ） 
 

• 年齢階層別では、0-4歳の使用割合が最も高く、5-9歳から30-34歳まで、40-44歳の年齢階層が平均より低くなっている。た
だし、薬剤数量の構成割合も小さくなっている。（8ページ） 
 

• 薬効分類別では、全国1位の沖縄支部と同様に「外皮用薬」の使用割合が最も低くなっている。「腫瘍用薬」については、沖縄
支部より高くなっているが、「腫瘍用薬」の薬剤数量の構成割合は小さい。（9ページ） 
 

• 二次医療圏・薬効分類別に使用割合をみると、「中枢神経系用薬」、「外皮用薬」、「アレルギー用薬」の平均使用割合が
80％未満となっている。特に、盛岡圏域の「中枢神経系用薬（67.7％）」、「外皮用薬（52.5％）」、岩手中部圏域の「外皮
用薬（45.0％）、胆江圏域の「外皮用薬（50.8％）」、アレルギー用薬の宮古圏域（62.3％）、二戸圏域（64.3％）の使用割
合が低くなっている。（10ページ） 
 
 

Ⅱ.ジェネリック医薬品使用促進のための取組状況 
• 岩手支部全体の「ジェネリックカルテ」をみると、偏差値50を下回る項目がなく、使用割合の向上について大きな阻害要因は

見当たらない。（12ページ） 
 

• 年代別にみてみると、0歳から14歳までの年代が偏差値70を超えており、全国2位の鹿児島支部よりも偏差値が高い状況にある
が、15歳から19歳の偏差値では鹿児島支部、沖縄支部と比べて10％ポイント以上低い状況にある。（13ページ） 
 

• 宮古圏域における診療所の院外処方の偏差値が48、一般名処方率が49となっており、院外処方全体の使用割合（偏差値57）に
影響を与えているものと思われる。また、院内処方率の偏差値も50を下回っており、全体の使用割合（偏差値55）に影響を与
えているものと推測される。（14ページ） 
 

• 薬効分類別で使用割合が最も低い「外皮用薬」について、主な商品名別でみてみると、偏差値が45と全国平均に比べ低い商品
名が存在する。商品名別でも沖縄支部、鹿児島支部との偏差値に大きな違いがあり、地域によって使用状況に差があることが
分かる。（15ページ） 

  ⇒今年度は「外皮用薬」の状況に着目して、医療機関・薬局へジェネリック医薬品に関するお知らせ事業を実施する。 
  （17ページ） 


